
規格外農産物アップサイクル推進事業委託業務 仕様書 
 
１ 事業名 
   規格外農産物アップサイクル推進事業 
 
２ 事業の目的 

 本県における多様な農産物のブランド価値を最大化して発信するために、これまで

規格外となり出荷されていなかった農産物や、未利用資源（以下、「規格外品等」と

いう。）を有効活用し、SDGs に貢献するアップサイクルを実現すると共に、その取

組を広く発信することで、徳島ならではのブランディング強化・販路拡大につなげる。 
 
３ 委託期間 
   契約締結日から令和８年３月１０日（火）まで 
 
４ 委託業務内容 

これまで活用されていなかった規格外品等を有効活用できる仕組みをつくると共 
に、「徳島ならではのブランディング強化・販路拡大」につなげられるよう、次の業 
務を実施すること。 
 

  （１）SDGs に貢献する「アップサイクル商品」の開発 
ア 規格外品等の活用を希望する生産者等（生産者団体を含む）の掘り起こしを行 

うこと。 
イ 令和６年度「SDGs 実現に向けた県産食材アップサイクル事業」で調査した「実 

需者リスト（※参加申込書提出のあった事業者にのみ別途通知）」に加えて、新 
たに実需者の掘り起こしを複数事業者行い、生産者等とのマッチング及び商品開 
発支援を行うこと。（３商品以上） 

なお、マッチング先の実需者を選定するにあたっては、本事業の趣旨に協力的 
かつ、商品のストーリー性やデザイン性などの訴求力があり、付加価値を高める 
商品開発が期待できる実需者を選定すること。 

   ウ 規格外品等を活用する際に必要な一次加工を実施できる加工業者の調査を行う 
と共に、生産者への斡旋を行うこと。令和６年度「SDGs 実現に向けた県産食材 
アップサイクル事業」で連携した「加工業者リスト（※参加申込書提出のあった 
事業者にのみ別途通知）」に加えて、新たな連携先を調査すること。 

  エ 商品開発支援の過程で、調査した規格外品等の発生状況や製造した加工原料、 
最終的に完成した商品について、リスト化してとりまとめること。 

 
（２）「アップサイクル商品」の消費者向け PR 

ア 完成した「アップサイクル商品」を消費者向けに発信し、徳島県のイメージア 
ップにつなげられるよう、開発商品の販促・広報を行うこと。 

イ 徳島ならではのアップサイクルの取組を紹介する動画を作成すること。 
作成する動画は、規格外品等をアップサイクルする意義や商品開発の背景・ス 

トーリー性、品質の魅力等を消費者やバイヤー等に伝え、付加価値向上につなが 
る動画とすること。動画の構成や取材先については、県と調整の上、決定するこ 
と。 

 
 
 



５ 委託対象経費 
（１）対象となる経費 
  ア 企画管理費、需用費、報償費、広報費、旅費、役務費、使用料及び賃借料 
  イ その他事業を実施するために必要と認められる経費 

ウ  対象経費は、他の経費と区分して整理すること 
（２）対象とならない経費 
  ア 機械・機器等の購入経費 
  イ 土地・建物を取得するための経費 
  ウ 国や地方公共団体等の補助金、委託費等によりすでに支弁されている経費 
  エ その他、事業との関連が認められない経費 
 
６ 関係書類の提出等 

委託業務完了後、受託者は速やかに県が定める委託業務完了報告書（様式第１号）

及び事業費精算書（様式第２号）のほか、事業報告書（任意様式）を添付すること。 
委託業務の一部を他の団体等へ再委託する場合は、事前にその都度協議が必要。 
 

７ 業務の進め方 
（１）受託者は、本業務の遂行に当たって現状を十分調査の上、県と綿密な打ち合わせを

行いながら進めること。 
（２）受託者は、必要に応じて県の指示により事業の段階ごとにその案を提出し、確認を

受けた後、本業務を進めること。 
（３）県が所有するもので、本業務に必要な資料は受託者へ提供する。 
 
８ その他 
（１）県は、本業務を円滑に遂行するため、報告を求めることができる。 
（２）県は、本業務（再委託をした場合を含む。）の履行につき著しく不適当と認め   

   られるときは、受託者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとる 
べきことを要求することができる。 

（３）受託者は、（２）の要求があったときは、当該要求に係る事項について対応措置を

決定し、その結果を要求のあった日から１０日以内に県に書面で通知しなければなら

ない。 
（４）受託者は、提供された資料を厳重に整理保管し、業務以外の目的に使用せず、業務

終了後、県に返却するものとする。 
（５）受託者は、本業務（再委託した場合を含む。）を通じて知り得た情報を機密情報と

して扱い、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。また、本業

務に関して知り得た情報の漏洩、滅失及び毀損の防止その他適正な管理のために必要

な措置を講じなければならない。契約終了後もまた同様とする。 
（６）業務の実施に当たり、第三者に及ぼした損害について、損害の賠償を行わなけ   
   ればならないときは、受託者がその責任を負うものとする。 
（７）受託者は、本業務を処理するに当たっては、徳島県個人情報保護条例にのっとり、

個人情報を適正に取り扱わなければならない。 
（８）契約履行過程で生じた成果物や記事等の全ての著作権（著作権法第２７条及び第２

８条の権利を含む。）は県に帰属し、受託者は、著作者人格権を行使しないものとす

る。 
（９）この仕様に定めのない事項については、県と受託者が協議して決定するものとする。 


